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伊予地区ごみ処理施設管理組合における女性職員の活躍の推進に関する特定事業主

行動計画（以下「本計画」という。）は、女性の職業生活における活躍の推進に関す

る法律（平成27 年法律第64 号。以下「法」という。）第１５条に基づき、伊予地区

ごみ処理施設管理組合組合長が策定する特定事業主行動計画である。 

 

１．計画期間 

本計画の期間は、令和元年９月１日から令和６年８月３１日までの５年間とする。 

 

２．女性職員の活躍の推進に向けた体制整備等 

本計画を効果的に推進するため、事務局内の職員相互の理解を得ながら取り組んで 

いくこととする。 

 

３．女性職員の活躍の推進に向けた数値目標 

法第１５条第３項及び女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく特 

定事業主行動計画の策定等に係る内閣府令（平成 27 年内閣府令第 61 号。以下「内 

閣府令」という。）第２条に基づき、伊予地区ごみ処理施設管理組合事務局におい

て、女性職員の職業生活における活躍に関する状況を把握し、改善すべき事情につい

て分析を行った。当該課題分析の結果、女性職員の活躍を推進するため、次のとおり

目標を設定する。 

なお、伊予地区ごみ処理施設管理組合の職員構成は、構成市からの派遣職員１名、

組合採用正規職員４名、臨時職員５名（内、女性1名）となっている。職員の採用につ

いては、「廃棄物焼却施設内作業におけるダイオキシン類ばく露防止対策要綱」にお

ける母性保護の観点を十分に考慮する必要がある。 

こうした実情を踏まえ、最も大きな課題を掲げるものとする。 

 

【目 標】 

１ 男性職員の配偶者出産休暇の取得率を、９０％以上とする。 

２ 令和６年度までに、職員の年次有給休暇の平均取得率を、平成３０年の実績 

４８．５％より、２割以上引き上げ、６０％以上とする。 

  



 

４．女性職員の活躍に向けた目標を達成するための取り組み及び実施時期 

３．で掲げた数値目標の達成に向け、次に掲げる取り組みを行う。 

 

【取組内容】 

数値目標を達成するため、職員が休暇を取得することに抵抗を感じることがないよ 

う、次の取組により職場環境を整え、1 人でも多くの職員が休暇を取得できるように 

努める。 

⑴ 事務局長は、職員が出産休暇を取得できるよう、計画的かつ弾力的な業務体制を整

える。 

⑵ 事務局長は、職員の年次有給休暇の取得状況を把握し、計画的な年次有給休暇の取

得の促進に努める。 

⑶ 子どもの授業参観等に参加するための休暇の取得しやすい職場の環境づくりに努め

る。 

⑷ 夏季における連続休暇、子どもの誕生日や家族の記念日等における計画的な年次有

給休暇の取得促進を図る。 


